魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金交付要綱

（趣旨)

第１条　この要綱は、魚津市補助金等交付規則（平成２年魚津市規則第６号。
以下「規則」という。）第21条の規定に基づき、魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。

（補助金の交付)

第２条　市長は、北陸新幹線開業を契機とした誘客活動の活性化を図るため、
市内で活動する団体が独自に行う本市への誘客及び受入体制の整備に関する事業に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。

（交付の対象）

第３条　この補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当する団体とする。

（1） 複数の事業者又は個人により構成される団体であること。

（２）　魚津市内に住所又は活動拠点を有すること。
（３）　政治活動又は宗教活動を主たる目的とする団体でないこと。

　（４）　団体又は構成員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者でないこと。
（５）　法人格を持たない団体にあっては、次に掲げる要件を全て満たしていること。

ア　共同の目的を有する継続的結合体であること。

イ　代表者が明確であること。

ウ　団体の構成員が３人以上であること。

エ　明確な会計経理を実施していること。
２　前項の規定にかかわらず、市長が特に認める団体については、補助対象者とする。
　（補助対象事業）

第４条　補助金の交付の対象となる事業は、次のいずれにも該当するものとする。

　（１）　補助対象者が新たに実施する事業であること。
　（２）　事業の内容が次のいずれかに該当するものであること。

ア　魚津市の特色を盛り込んだ観光体験プラン等の企画、提供、改良等

イ　案内看板の設置、観光マップの作製等の観光案内の整備
ウ　地場産品を利用した土産品の開発、販売等
エ　外国語標記の看板、チラシ等の作成、特定食品を使用しないメニューの開発等の海外旅行者に配慮するもの
オ　ビジネス客等の市内での宿泊を促すもの
カ　市内において実施する誘客イベントの開催（ただし、１月以上継続して実施するものに限る。）

キ　市民を対象とする観光客のおもてなし、受入に関する啓発及び知識の普及を図るイベント、学習会等の開催

ク　その他観光客等の訪問の促進又は受入体制の整備に関するもの
（３）本市から委託又は助成等を受ける事業でないこと。

　（補助対象経費）

第５条　補助金の対象となる経費は、前条各号に掲げる事業に要する経費とする。ただし、次に掲げる経費は除く。

（１）　土地等の購入経費

（２）　施設又は構築物の新設（案内看板の設置を除く。）にかかる経費

（３）　実施団体の運営経費

（４）　飲食にかかる経費

（５）　実施団体の構成員及び臨時的に雇用された者への手当

（６）　その他の補助することが適当でないと認められる経費

（補助金の額）

第６条　補助金の額は、補助対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額に２分の１を乗じて得た額とする。ただし、当該額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

２　前項の補助金の額は、500万円を上限とし、10万円を下限とする。

（補助の回数） 
第７条　補助の回数は、補助事業者が実施する１事業につき、１回限りとする。ただし、第４条第２号カ及びキに該当する事業については、同事業を異なる期日において実施する場合に限り、２回を上限とする。

（交付申請）

第８条　補助金の交付を受けようとする者は、魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて、市長が指定する期日までに提出しなければならない。

　（交付の決定）

第９条　市長は、前項に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金の交付の可否について、魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により、当該申請を行った者に通知するものとする。

（交付条件）

第10条　補助金の交付に付する条件は、次のとおりとする。

　（１）　補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が補助金の交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容を変更する場合は、市長の承認を受けること。ただし、次条に規定する軽微な変更については、この限りではない。

　（２）　補助事業者が補助事業を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を受けること。

（３）　補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。

（４）　補助金を目的以外に使用したとき、又は、この要綱に違反したときは、補助金の全部又は一部の返還を命ずること。

（軽微な変更）

第11条　前条第１号の軽微な変更とは、次に掲げるもの以外の変更とする。

（１）　補助事業の事業内容を変更すること。

（２）　補助事業の実施主体を変更すること。

（３）　補助事業の経費の20％以上を変更すること。

（実績報告）

第12条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、事業の完了後30日以内の日又は事業の完了した日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業実績報告書（様式第３号）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。

　（関係書類の整備保管）

第13条　補助事業者は、補助事業に係る予算及び決算に関する事項を明らかにした帳簿及び関係書類を整備し、補助事業完了の日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間整備保管しなければならない。　

　　　附　則

この告示は、公表の日から施行し、平成30年３月31日限り、その効力を失う。
様式第１号(第８条関係)

年　月　日

魚津市長　　　　あて
　　　　　　　　　　　　　申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名             　
年度魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金
交付申請書
　　　年度において魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業を実施したいので、魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金　金　　　　　　　円を交付されるよう、魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金交付要綱第８条の規定により、申請します。
記

１　申請額


金　　　　　　　　　円

２　事業計画書

別紙１

３　収支予算書

別紙２

４　補助金所要額調書
別紙３

（添付資料）
　１　申請者の概要がわかる書類（名簿、規約又は定款の写し等）
２　その他参考となる資料
別紙１

魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業　事業計画書

	実施者
	団体名
	

	
	代表者名
	

	
	連絡先
	

	事業名
	

	目的
	

	事業内容
（実施期間、実施場所、予定人数等）
	


別紙２

魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業　収支予算書

【収入】

	区分
	予算額（円）
	内　訳

	市補助金
	
	

	自己資金

（参加費等）
	
	

	寄付金その他の収入
	
	

	合　計
	
	


【支出】

	区分
	予算額（円）
	内　訳

	報償費
	
	

	旅費
	
	

	需用費
	消耗品費
	
	

	
	燃料費
	
	

	
	印刷製本費
	
	

	
	資材費
	
	

	役務費
	
	

	使用料及び賃借料
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


注　必要に応じて参考となる資料を添付すること。
別紙３

魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業　事業所要額調書
	項　目
	金　額（円）
	備　考

	総事業費
	
	

	補助対象経費（A）
	
	

	寄付金その他の収入額

（B）
	
	

	差引額（C）

（（A）-（B））
	
	

	補助基礎額（D）
（（C）÷2）
	
	1,000円未満切捨て

	補助限度額（E）
	5,000,000
	

	補助所要額

（DとEとを比較して

いずれか少ない額）
	
	


（記載上の注意）

１　「補助対象経費」欄には、魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金に係る総事業費のうち、補助対象となる経費を記載すること。

２　各欄とも消費税及び地方消費税相当分を含んだ額とすること。

様式第２号（第９条関係）

魚津市指令　第　　号

　　　　　　　　様

　年度魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金

交付（不交付）決定通知書

年　　月　　日付けで申請のあった魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金について、魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり決定しましたので、通知します。

記

１　交付します。

　金　　　　　　　　　円
２　交付しません。

　交付しない理由

年　　月　　日

魚津市長

様式第３号(第12条関係)

年　　月　　日

魚津市長　　　　あて

　　              　　　　申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　

年度魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金

実績報告書

　　年　月　日付け魚津市指令　第　　号で交付決定の通知があった魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業について、魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金交付要綱第12条の規定により、その実績を報告します。

記

１　精算額　　　　　　金　　　　　　　　　円

２　事業実績書　　　　別紙１

３　収支精算書　　　　別紙２

４　事業精算調書　　　別紙３

（添付書類）

１　事業の実施状況がわかる写真等

２　その他参考となる書類
別紙１

魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業　事業実績書

	実施者
	団体名
	

	
	代表者名
	

	
	連絡先
	

	事業名
	

	成果
	

	事業内容
（実施期間、実施場所、参加人数等）
	


別紙２

魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業　収支精算書

【収入】

	区分
	精算額（円）
	内　訳

	市補助金
	
	

	自己資金

（参加費等）
	
	

	寄付金その他の収入
	
	

	合　計
	
	


【支出】

	区分
	精算額（円）
	内　訳

	報償費
	
	

	旅費
	
	

	需用費
	消耗品費
	
	

	
	燃料費
	
	

	
	印刷製本費
	
	

	
	資材費
	
	

	役務費
	
	

	使用料及び賃借料
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


注　必要に応じて参考となる資料を添付すること。
別紙３

魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業　事業精算調書
	項　目
	金　額（円）
	備　考

	総事業費
	
	

	補助対象経費（A）
	
	

	寄付金その他の収入額

（B）
	
	

	差引額（C）

（（A）-（B））
	
	

	補助基礎額（D）
（（C）÷2）
	
	1,000円未満切捨て

	補助限度額（E）
	5,000,000
	

	補助所要額

（DとEとを比較して

いずれか少ない額）
	
	


（記載上の注意）

１　「補助対象経費」欄には、魚津市誘客宣伝・受入体制整備支援事業補助金に係る総事業費のうち、補助対象となる経費を記載すること。

２　各欄とも消費税及び地方消費税相当分を含んだ額とすること。

